
災害時における要配慮者：在日外国人

• 在日外国人の推移：2070年まで939万人と推定、人口の10％（厚生労働
省の国立社会保障・人口問題研究所、2023）

• 災害時における要配慮者：高齢者、障害のある方、妊産婦、乳幼児・児
童、日本語に不慣れな外国人→ インクルーシブ災害マネジメント必要

図1. 2013年から2022年における在留外国人登録の推移(単位:百万人、法務省、2024)
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福祉・インクルーシブ班

• メンバー：崔善鏡（東京工業大学）、小山真紀（岐阜大学）、ヘ
ンリーマイケル（芝浦工業大学）、地元の先生（北陸大学）

• 目的：能登半島地震時における在留外国人（留学生・技能実習
生）・外国人旅行者のニーズと課題を明らかにし、インクルーシ
ブ災害マネジメントに資する政策を提言する

• 調査：

• オンライン調査：プレ調査・本調査の実施（6月3日～）

• 現地調査：技能実習生の受け入れ団体等（5月6日）

• テキストマイニング(XなどのUGCの内容・感情分析)

• 旅行予約状況（外国人旅行者）
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オンライン調査の設計

• オンライン調査

• 調査対象：石川県・富山県・新潟県にある大学の日本人学生・留
学生

• 能登半島地震における在留外国人（留学生）の災害対応の調査

（1）地震発生直後の行動 (避難行動)

（2）安否確認

（3）地震発生後の復旧

（4）災害情報収集過程

（5）災害情報の重要度

（6）コミュニティーとサポート

（7）防災対策

（8）ご回答者自身
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図2. Conceptual Framework



• プレ調査実施：～5月31日、本調査実施：6月3日

• 言語：日本語、英語、中国語、ベトナム語、韓国語、タイ語予定

• Snowballing 又はサーベイ調査会社に依頼予定
• IPML・能登半島地震調査団

オンライン調査の設計

4図3. オンライン調査票の画面(英語、日本語)
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